
評価基準

◎ 達成できた

○ おおむね達成できた

△ 達成はやや不十分

× 全く達成できなかった

区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

（１）
生活支援サービスの充実

●見守りや安否確認、生活
　上の負担を軽減するサー
　ビスを提供
●健康を保ちながら地域で
　生活し続ける支え合いの
　仕組みづくりの充実
●地域コミュニティによる
　移送サービスの検討
●買い物対策としての移動
　販売等の整備
●高齢者への情報提供の検
　討

●住民主体による介護予防
　事業の充実
●地域における支え合いの
　仕組みづくりの促進

●住民主体型訪問型サービス及び通所
　型サービスの立ち上げ支援
●救急通報システム事業等の実施
●おむつ給付事業の実施
●地域コミュニティによる移送サービ
　スの検討

●総合事業にある多様なサー
　ビスについて、使いやすい
　サービスの設置件数を増や
　す

●緊急通報システム事業
　R3年度　78件
　R4年度　80件
　R5年度　82件

福祉総務課
介護保険課

●市民生活便利帳、市民配布用の介護
　保険の冊子、介護保険サービスガイ
　ド及びホームページに案内を掲載し
　周知した。

●自立支援日常生活用具給付事業
　　　0件（前年0件）
　緊急通報システム事業
　　　78件（前年81件）
　火災安全システム事業
　　　0件（前年3件）
　寝具乾燥事業
　　　0件（前年0件）
　おむつ給付受給者数
　　　延282件（前年284件）

●令和３年度新たに住民主体型訪問型
　サービスＢを開始した。
●地域ケア会議等で抽出される地域課
　題には移動手段の課題も多く上がっ
　ている。地域の課題の一つとして移
　動サービスを検討した。

◎

●令和３年度に立ち上がっ
　た住民主体型訪問型サー
　ビスＢは要支援や事業対
　象者に対するサービスと
　して定着しつつある。
　様々な効果（元気高齢者
　の働く場、専門的支援を
　要介護者に集中できる等）
　があるため、継続して実施
　していく。

●救通システム、おむつ給
　付等各種事業を周知の
　上、適正に執り行った。

●清瀬市では訪問型ＡＢＣ、通
　所型ＡＢＣがそろったため、
　今後、地域課題の一つとなっ
　ている訪問型サービスＤにつ
　いて、慎重に議論を重ね、検
　討していく。

●介護保険外の生活支援サービ
　スについて、案内やホーム
　ページ記載内容を分かりやす
　いように見直し、市民への周
　知を進める。また、利用実績
　が著しく低い事業について
　は、事業内容の見直しや廃止
　を検討する。

（２）
医療・介護の連携

●医療・介護の連携
●医療・介護の地域リー
　ダー研修の実施
●休日や夜間のフォロー体
　制の検討
●（対応が困難な症状の）
　相談窓口の充実
●ICT等を活用いした効率
　的な情報共有のための
　整備
●医療・介護事業所一覧の
　作成やフォーラムの開催
　などの情報提供

●認知症の早期診断と早期
　対応
●医療と介護のスムーズな
　連携

●在宅医療の充実
●かかりつけ医・かかりつけ歯科
　医・かかりつけ薬局の普及
●在宅医療・介護連携の推進
　（研修会、連携ツールの活用）
●市民向け研修会等の開催
●医療・介護連携相談窓口の充実
●市内３大学との連携推進

●医療・介護の地域リーダー
　研修（人材育成）
　R3年度　340人
　R4年度　400人
　R5年度　460人

●清瀬市版のＩＣＴ等を構築
　する

介護保険課

●令和３年度新型コロナウイルス感染
　症の流行に伴い、集合しての協議会
　を開催することはできなかった。
　オンラインでの協議会にて、ＩＣＴ
　連携の仕組みについて検討し、現在
　は市内関係機関への周知を行う段階
　となっている。一方、新型コロナ
　ウイルス感染症対応にて業務が圧迫
　されている状況の中、研修を開催す
　ることは本来業務の妨げとなるであ
　ろうと協議会会長と相談、判断し、
　リーダー研修は実施せず、オンラ
　インでの情報提供という研修に止
　めた。

○

●研修会を開催しなかった
　ことにより、ＩＣＴ連携
　の仕組みについては十分
　に議論をすることができ
　た。反面、リーダーの育
　成は不十分であった。

●新型コロナウイルス感染症の
　影響で、今までのような協議
　会の実施及び研修の開催は難
　しくなっている。オンライン
　を活用した協議会の開催、研
　修等を行っていく。
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（３）
認知症施策の推進

●「共生」と「予防」を軸
　とした施策の推進
●予防に関する情報の収集
　・普及
●通いの場における活動の
　推進

●認知症相談窓口や認知症
　サポーターの周知
●各リスクのうち認知症
　リスクが最も高くなっ
　ている
●認知症の方を介護する
　家族等への相談窓口の
　周知
●認知症の早期診断と早期
　対応
●認知症に対する理解促進

●普及啓発・本人発信支援
　（認知症サポーター養成講座・ステッ
　プアップ講座等の開催、災害時支援
　ガイドの普及、本人ミーティングの
　開催に向けての整備）
●認知症予防への取り組み
●医療・ケア・介護サービス・介護者
　への支援
●認知症の状態に応じた適時・適切な
　医療・介護等の提供
　（認知症初期集中支援チーム活動の
　充実、きよせ認知症ガイドブック
　（認知症ケアパス）の充実、チーム
　オレンジ取り組み整備）
●認知症バリアフリーの推進・若年性
　認知症の人への支援・社会参加支援
　（相談体制及び特性に配慮した支援
　の充実、若年性認知症の人への取り
　組み整備）
●認知症の方の介護者への支援
　（家族介護者の交流会・認知症カフェ
　の充実、徘徊探索サービスの実施、
　サービス整備、家族介護教室等の
　開催）
●認知症の方を含む高齢者にやさしい
　地域づくり
　（行方不明等高齢者対策の充実、交
　通事故防止対策の推進、権利擁護支
　援の充実）

●認知症サポーター及び
　フォローアップ・ステップ
　アップ
　延人数
　R3年度　11,000 人
　R4年度　12,000 人
　R5年度　13,000 人

●認知症サポーターの認知症
　施策への協力数　延人数
　R3年度　10 人
　R4年度　20 人
　R5年度　30 人

介護保険課

●認知症サポーター養成講座は新型コ
　ロナウイルス感染症の影響にて講座
　の中止があったが、オンラインでの
　開催等工夫をし、開催した。
　　R3年度末延べ人数　11,153人

●認知症サポーターの認知症施策への
　協力数は、令和４年度からのチーム
　オレンジの活動開始を目指し、市民
　を中心としたミーティングを行い、
　構築を図った。
　　R3年度協力数　30人

●本人ミーティングは2回開催した。
　当事者の参加も２～４名あった。

●認知症ガイドブックは「きよせオ
　レンジガイドブック」と改名し、
　一部改正した。

◎

●チームオレンジの実施に
　向けた市民中心のミー
　ティングでは、積極的な
　意見交換を行い、実施に
　向け具体的な検討を重ね
　ることができた。

●当事者の声を認知症施策
　に生かす取り組みとし
　て、本人ミーティングを
　開催できたこと。「とう
　きょう認知症希望大使」
　にも参加いただき、当市
　の当事者とも交流を深め
　ることができた。

●チームオレンジの活動は認知
　症ステップアップ講座を受講
　した市民が中心となって実施
　するものであり、行政はバッ
　クアップをしていくことが理
　想である。独り立ちできるよ
　うに支援を行っていく。

●本人ミーティング等で当事者
　から得た意見や思いをどのよ
　うに施策に反映していくか検
　討が必要。

清瀬市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画　令和３年度事業評価

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

１．
住み慣れた地域
で 安心して暮
らす

1 / 7 ページ



区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（４）
家族介護者への支援

●家族介護者の負担軽減や
　高齢者虐待の予防のため
　に、関係機関と協働した
　支援
●職能団体との連携による
　介護技術の普及
●地域社会全体で家族を支
　援できるような普及・啓
　発

●今後の市政で最も力を入
　れてほしいことは「家族
　の介護負担の軽減」
●介護者の就労継続につい
　て
●認知症に対する理解促進

●相談窓口の充実
●職能団体との連携で行う家族介護者
　教室
●シニアしっとく講座の開催
●認知症家族会ゆりの会・認知症カフェ
　の開催
●多様な方法による相談対応を　検討
●緊急事務管理体制の整備
　（日常生活自立支援事業の補完）
●行方不明時の対策

●家族介護者が負担軽減されて
いると感じられる。

介護保険課

●相談窓口は多様なツールを用い、相談
　を受けた。

●介護負担を減らすように、シニアしっ
　とく講座等開催。情報発信を行った。

●行方不明時の対策としては、事前に
　情報を預かる「いなくなっちゃうか
　もリスト」。実際に行方不明になっ
　た際には、東京都認知症サイトにて
　都内全域に情報提供し、捜索の協力
　を図った。また、安心安全メールに
　て情報提供し、市民等への協力も
　図った。

○

●家族からの相談で、遠方
　（特に海外）の家族はメー
　ルでの相談を希望する方も
　多くいる。よって、多様な
　相談ツールを用意してい
　く。実施に相談に、
　Ｚｏｏｍを利用しての面談
　を実施した事もあった。

●行方不明時の適切な対応
　にて、令和3年度は相談
　のあった方に関しては、
　発見された。

●令和3年度、家族介護者教室
　及び介護離職防止相談会は新
　型コロナウイルス感染症の影
　響で中止となった。Ｗｅｂで
　の情報提供は実施したが、令
　和4年度以降、オンライン等
　での開催ができるようにして
　いく。

（５）
権利擁護の推進

●高齢者の権利擁護
●成年後見制度等の普及啓
　発・利用促進のための体
　制を整備
●地域福祉権利擁護事業等
　の制度の充実
●市民成年後見人の活用に
　向けた仕組みづくり

●成年後見制度活用中核機
　関の設置。
●市民後見人の活躍の場の
　提供、支援。

●緊急事務管理体制の整備
　（地域福祉権利擁護事業の補完）
　（再掲）
●消費者被害に関する相談受付、
　被害防止のための情報発信
●消費者生活相談体制の充実
●地域ケア会議の開催
●高齢者虐待防止を目的とした講
　演会・普及啓発活動
●高齢者虐待などの相談・対応
●自動通話録音機の設置推進
●成年後見制度・地域福祉権利
　擁護事業の普及啓発・利用促進
●権利擁護支援のための「地域
　連携ネットワーク」づくり
　（中核機関設置）

●権利擁護の普及啓発講演会
　等の開催延人数
　R3年度　100 人
　R4年度　120 人
　R5年度　140 人

●成年後見制度活用中核
　機関の設置

産業振興課
介護保険課

●消費生活相談員を強化し、常時2名
　体制とした。

●自動通話録音機の設置について、地
　域包括支援センターを通じて啓発を
　行った。

●令和４年度から、清瀬市社会福祉協
　議会きよせ権利擁護センターあい
　ねっとに中核機関を設置するよう、
　検討を重ねた。予算も確保でき、
　令和４年度から中核機関をきよせ
　権利擁護センターあいねっとに委
　託できるようになった。

●市民後見人養成講座は開催ができ
　なかった。

○

●高齢者の消費者被害防止に
　向けた啓発及び、被害の救
　済窓口の拡充を十分に図っ
　た。

●令和４年度からの中核機関
　の設置に関しては、議論を
　重ね、実施内容も検討し、
　当市に沿った中核機関とな
　るようにした。

●市民後見人の活躍の場に関
　しては、市民後見人の適し
　た対象者が居なかったのも
　あり、十分な対応ではな
　かった。すでに専任されて
　いる市民後見人に対して
　は、あいねっとがバック
　アップ体制を確立している
　ため、十分に対応すること
　ができた。

●中核機関の開始に伴い、役割
　の明確化、実施事業等の整理
　を行う必要がある。

●市民後見人のマッチングを含
　め、新規市民後見人の育成を
　図るべく、養成講座や研修を
　行っていく必要がある。

（６）
高齢者向け住宅等の推進

●住生活基本計画や住宅マ
　スタープラン等との情報
　の連携
●有料老人ホームやサービ
　ス付き高齢者向け住宅等
　の確保
●バリアフリー住宅の推進

●高齢者向け住宅施策の適
　正な実施

●自立支援住宅改修助成の
　適正な実施

●自立支援住宅改修費助成事業の実施
●借上げ高齢者住宅の提供
●都営住宅地元割り当ての提供
●シルバーピアへの生活協力員配置

●自立支援住宅改修費助成事
　業 件数
　R3年度　25 件
　R4年度　28 件
　R5年度　30 件

福祉総務課

●自立支援住宅改修助成について市民
　生活便利帳、市民配布用の介護保険
　の冊子、介護保険サービスガイド、
　ホームページに案内を掲載し周知し
　た。
　　申請実績18件

●民間アパートの借り上げの実施
　　3か所35戸

●シルバーピア(都営住宅)の運営の実施
　　5か所150戸

●高齢者優良賃貸住宅入居者に対する
　家賃補助の実施
　　1か所13戸

●ケアハウス施設整備に対する補助の
　実施
　　1か所32戸（内16戸分）

○
●各種事業を周知の上、適
　正に執り行った。

●高齢者向け住宅施策につい
　て、案内やホームページの記
　載内容を分かりやすいように
　見直し、市民が活用しやすい
　ように周知を進める。
　特に、退去後の空き室につい
　て、速やかに募集・入居が可
　能なよう手続き等の見直しを
　行う。
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区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（１）
地域交流の場の充実

●地域での見守りの元で生
　きがいを持って過ごせる
　取組の推進
●サロン活動の推進のため
　の、場所の提供や運営支
　援の実施

●介護を受けている人及び
　年齢が高い人ほど、ほ
　とんど外出していない。
　また、前年と比べて外出
　の頻度が減少している
●地域における支え合いの
　仕組みづくり促進

●サロン活動の運営支援
●サロンマップ等を活用した交流の場
　の周知（サロンマップ作成）
●市内３大学との連携推進
　（再掲）
●敬老記念の事業の実施
●多世代が交流できる老人いこいの家
　の有効活用
●市内一斉清掃への参加促進

●多世代交流を含めた交流の
　場（サロン等）　活動数
　R3年度　43 ヵ所
　R4年度　44 ヵ所
　R5年度　45 ヵ所

福祉総務課
介護保険課

●生活支援コーディネーターが中心
　となり、サロン活動を支援した。
　新たにサロン等に取りくみたいと
　希望する市民に対しても、様々な
　支援を行った。

●敬老大会は新型コロナウィルス感
　染症拡大防止のため全て開催中止
　とした。

●いこいの家の多世代交流は新型コ
　ロナウィルス感染症拡大防止のた
　め全て中止とした。

●市内一斉清掃は新型コロナウィル
　ス感染症拡大防止のため、市内
　一斉清掃は全て中止した。

○

●新型コロナウイルス感染症
　の影響があり、サロン活動
　も停滞していたが、再開
　時等生活支援コーディネー
　ターが中心となり包括支援
　センターが支援を行うこと
　ができた。

●新型コロナウィルス感染
　症拡大のため各種事業の
　実施が出来なかったが、
　次年度以降に備え情報収
　集を行った。

●サロン等に参加したいと思っ
　たときに適切なサロンに繋ぐ
　仕組みが必要。

●コロナウイルス感染症拡大の
　防止に留意しつつ、地域交流
　の場の充実を図る。ただし、
　コロナウイルス感染症へ対策
　の状況によっては、老人いこ
　いの家やサロン、シニアクラ
　ブの参加による市内一斉清掃
　などの実施が困難と考えられ
　る。各活動団体等と連携・調
　整を図りながら交流の場の充
　実を図る。

●敬老大会のような特に大人数
　が集まり事前の準備が必要な
　イベントについては、令和4
　年度は中止とする。

（２）
高齢者の活動支援

●高齢者が主体となってい
　る団体等への支援の継続
●シニアクラブへ、支え合
　い活動の推進

●高齢者の就労支援の充実
●高齢者のボランティア活
　動への参加促進
●住民主体による介護予防
　事業の充実

●シルバー人材センター運営費補助
　事業
●シニアクラブ活動への支援
　（健康づくり、友愛活動、社会奉仕
　活動等）
●介護予防活動団体育成事業の充実、
　団体の活動支援

●シニアクラブ
　　　　　クラブ数
　R3年度　23 クラブ
　R4年度　23 クラブ
　R5年度　23 クラブ

　　　　　 会員数
　R3年度　  960 人
　R4年度　  980 人
　R5年度　1,000 人

福祉総務課
介護保険課

●高齢となってもこれまでの経験や能
　力を活かして社会参加できるよう、
　就労の場所の充実や社会活動の充実
　を図るため、シルバー人材センター
　とシニアクラブに対し運営費の補助
　を行った。特に、シニアクラブに対
　しては、市が連合会事務局として
　各種行事や広報誌の作成支援を
　行った。
＜令和３年度 実績＞
　シルバー人材センター運営補助費
　　　　26,161千円
　シニアクラブ
　　　　23団体、会員数767人
　（令和３年4月1日時点）

●介護予防を実施する市民団体に対し
　て、必要な活動費を補助する形で支
　援した。

○

●各種事業を周知の上、適
　正に執り行った。資金使
　途を確認し、適正な補助
　を行った。

●介護予防活動団体への活
　動支援については、複数
　の団体から申請があり、
　予算に対する執行率が
　99.7％とほぼ支出し、支
　援をすることができた。

●高齢者の活動を支援するた
　め、シルバー人材センターや
　シニアクラブが、市が実施す
　る介護予防や総合事業の取組
　みと連携しながら事業を実施
　できるよう、生活支援体制整
　備事業の協議体や生活支援
　コーディネーターとの連携を
　図るよう依頼する。

●予算に対する執行率がほぼ満
　額になっているため、今後、
　申請団体が増えた場合対応が
　難しくなる。予算計上を行
　い、増額を検討する。

●各種事業を周知の上、適
　正に執り行った。

●ふれあいネットワークに
　ついては、一対一の見守
　り件数は減少傾向にある
　が、緩やか見守りに関し
　ては、宅配業者や新聞配
　達等からの情報提供があ
　るので実践できている。

●救急情報シートについて、
　高齢者等に関わらず、より多
　くの方に活用いただけるよ
　う、シートの見直しについて
　検討を図る。

●緩やかな見守りは、市民全体
　体として実施していく必要が
　あるため、様々な事業をとお
　し、市民に働きかけを行って
　いく。

●安心安全なまちづくりを目指
　し、特に、避難行動要支援者
　制度の趣旨に基づき、発災時
　に避難が困難な、要介護3以
　上の方や、重度の障害手帳保
　持者等の登録が増えるよう、
　市内ケアマネ事業所や障害の
　相談支援員に委託し、制度へ
　の登録と個別避難計画の作成
　を進める。また引き続き、市
　内の自主防災組織に対し、要
　支援者の支援に関する協定の
　締結を進める。

●福祉避難所について、自施設
　の利用者等に必要な物資（食
　料、水、ガス、電気等）の備
　蓄（3日分+10％）や確保手段
　について手配を進めていただ
　くよう今後も状況確認を行
　う。なお、発災時の連絡手段
　については、今後も緊急時の
　連絡手段について検討を行
　う。

１．
住み慣れた地域
で 安心して暮
らす
（続き）

（７）
安心安全のまちづくり

●安否確認や災害時の避難
　支援等の協力体制の構築
●分野を超えた相談体制の
　普及
●交通安全や消費者被害に
　関する情報提供及び啓発
　活動の推進
●災害や感染症対策につい
　ての周知啓発
●東京都や他区市町村、関
　係団体等と連携した災害
　・感染症発生時の支援・
　応援体制の構築

●介護を受けている人及び
　年齢が高い人ほど、ほ
　とんど外出していない。
　また、前年と比べて外出
　の頻度が減少している
●介護者が不安に感じる介
　護で最も多いのは、「外
　出の付き添い、送迎等」
●災害発生時等、緊急時に
　おける避難行動要支援者
　への対策

●救急情報シート配付事業
●救急通報システム事業等の実施
　（再掲）
●出前講座や出張相談の実施
●地域団体等による見守り活動支援
●高齢者等の見守り活動に関する協定
●清瀬市高齢者ふれあいネットワーク
　事業
●交通安全に関する教室や講習の実施
●消費者被害に関する相談受付、
　被害防止のための情報発信
　（再掲）
●避難行動要支援者登録制度
●災害時支援ガイドの普及
●災害時における福祉避難所の
　利用に関する協定
●福祉避難所連絡会の開催
●自動通話録音機の貸与
●ユニバーサルデザインのまち
　づくり
●移送・配食サービス実施団体
　への助成等

●避難行動要支援者登録者
　登録者数
　R3年度　3,200 人
　R4年度　3,250 人
　R5年度　3,300 人

福祉総務課
介護保険課

●救急情報シート関連
　①窓口にて救急情報シートを配布
　　した。
　②救急情報シートの作成・管理を
　　した。
　（累計8,905枚）

●見守り協定関連
　①協定締結事業所との連絡会を書面
　　開催した。
　②協定締結事業所の防災対策状況に
　　ついての情報を収集した。

●ふれあいネットワークに関しては、
　緩やかな見守りをメインに実施した。

●避難行動要支援者関連
　①避難行動要支援者登録制度の呼び
　　かけ（市報、防災訓練等、民生委
　　員訪問時）を行った。
　②ケアマネジャーや、障害の相談支
　　援員に対し制度の周知を実施し
　　た。
　③避難行動要支援者登録制度の対象
　　者783名に対し登録勧奨を行った。

●移送・配食関連について移送サー
　ビス３団体、配食サービス１団体へ
　の補助金助成を行った。

○

２．
一人ひとりが
その人らしく
いきいきと暮ら
す
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区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（３）
技能や経験を発揮できる環
境づくり

●シルバー人材センターへ
　の、就労や地域での活動
　の場の充実
●介護サポーターの、施設
　分野の活動・在宅分野の
　活動

●高齢者の就労支援の充実
●高齢者のボランティア活
　動への参加促進

●シルバー人材センターの積極的
　な周知及び活用
●介護サポーター事業の充実
●ボランティアセンターの活用
●様々なボランティア活動の広報
●就労支援コーディネートの検討

●シルバー人材センター
　　　　　会員数　　就業率
　R3年度　910 人　85％
　R4年度　930 人　85％
　R5年度　950 人　85％

●きよせ介護サポーター
　登録者数
　R3年度　210 人
　R4年度　215 人
　R5年度　220 人

福祉総務課
介護保険課

●きよせ介護サポーター事業
　令和3年度末
　登録者：187人
　目標への達成率：89％

　新型コロナウイルス感染症の影響で
　介護サポーターの活躍の場である施
　設がボランティア受け入れが難しく
　なり、参加者も減少した。一方、認
　知症サポーター養成講座等施設では
　ないボランティアもポイント対象に
　した。

●新規会員獲得に向けて女性限定説明
　会・出張説明会の実施を行ったが、
　コロナ禍で社会活動を縮小する高齢
　者も多かったが、 ２人増の会員数
　 857人となった。
　　就業率78.60%
　　(令和4年3月31日時点)

○

●各種事業を周知の上、適正
　に執り行った。

●新型コロナウイルス感染症
　の影響があり、施設の受け
　入れは難しくなった。一方
　で、認知症サポーター養成
　講座等のボランティアもポ
　イントの対象とし、幅を広
　げることができた。

●コロナの長期化により、当初
　活動を休止していた高齢者が
　活動を再開する傾向にある。
　感染予防を徹底しながら、出
　張説明会や折り込みチラシな
　ど、新規会員の募集や受託事
　業の拡大に努めるよう進め
　る。

●高齢者が社会参加や地域貢献
　活動を通じて、自らの生きが
　いの創造及び介護予防の推進
　を図ることを目的としている
　ため、様々な形での社会参加
　を促し、ポイントにつなげて
　いくことを検討していく。

（４）
生涯学習環境の充実

●高齢者の希望に応えるよ
　うな学習メニューの充
　実、および情報発信
●高齢者施策や介護保険制
　度について出前講座等に
　よる説明の実施

●生涯学習の場の充実

●シニアカレッジの開催
●生涯学習メニューの情報発信
●出前講座による介護保険、福
　祉サービスの市民説明の実施

●講座の実施
　8講座開設を目標

●まなびすとの発行部数増加

生涯学習
スポーツ課

●きよせカレッジの開催

●ヨガの開催

●生涯学習ガイドブック「まなび
　すと」による情報発信

○

●新型コロナウイルス感染
　症拡大により、出前講座
　は令和元年度途中から現
　在に至るまで受付を中止
　している。これにより出
　前講座による生涯学習の
　充実が図れない。しか
　し、感染症対策を施した
　うえできよせカレッジで
　は延べ5講座を、ヨガは
　2期開催することができ
　た。

●感染症対策を施しつつ、生涯
　学習の場をどれだけ提供でき
　るかが課題である。1回あた
　りの人数が従来より少なく設
　定する分、回数を増やす等多
　くの市民に機会を設けたい。

２．
一人ひとりが
その人らしく
いきいきと暮ら
す
（続き）
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区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（２）
介護予防の充実

●健康づくり活動の中心と
　なる人材や活動場所・運
　営費等の支援
●栄養や口腔ケア等の知識
　の普及啓発
●地域で活動性を維持でき
　る通いの場や生きがい・
　役割を持てるような居場
　所づくりの創設
●介護予防・日常生活支援
　総合事業の周知
●地域の実情に応じた多様
　なサービスの拡充
●自立支援に向けた介護予
　防ケアマネジメントの質
　の向上
●介護予防事業を効果的に
　展開し、高齢者自信が地
　域における自立した生活
　を送れるような支援
●認定ヘルパー養成研修を
　実施し、介護予防・日常
　生活支援総合事業の訪問
　型サービスで働く従業
　者、地域の高齢者の支え
　手を増やす

●介護者が不安に感じる介
　護で最も多いのは、
　「外出の付き添い、送迎
　等」
●各リスクのうち認知症リ
　スクが最も高くなってい
　る
●住民主体による介護予防
　事業の充実
●認知症の早期診断と早期
　対応

●シニアクラブ健康づくり活動支援
●よろず健康教室の実施（軽体操、
　ストレッチ）
●介護予防活動団体育成事業の
　充実、団体の活動支援（再掲）
●一般介護予防事業の実施
●出前講座や出張相談等の実施によ
　る総合事業の普及啓発
●介護予防ケアマネジメントの質の
　向上
●総合事業の多様なサービスの検討・
　拡充・充実
●住民主体による通いの場の充実
　（10 の筋トレ等）
●清瀬市介護はじめの一歩研修の
　実施

●一般介護予防事業
　　　　　延べ人数
　R3年度　7,350 人
　R4年度　7,400 人
　R5年度　7,450 人

●よろず健康教室
　　　　　　回数　延べ人数
　R3年度　500 回　8,000 人
　R4年度　500 回　8,050 人
　R5年度　500 回　8,100 人

●住民主体による通いの場
　　　　　活動数
　R3年度　20 ヵ所
　R4年度　30 ヵ所
　R5年度　40 ヵ所

福祉総務課
介護保険課

●シニアクラブに活動の場所として、
　老人いこいの家や各地域市民セン
　ターの集会室を貸出している。ま
　た、各シニアクラブに対して、活動
　費の一部として補助金を交付し、
　各種会議などで事務局として支援も
　行った。

●よろず健康教室は新型コロナウィル
　ス感染症拡大防止のため一時中止
　期間があったが、市内10会場で
　週1回程度で1回あたり60分程度の
　軽体操・ストレッチ・脳トレ等を
　実施した。
　　令和３年度実績
　　　延べ4,168人
　　（前年3,916人）

●一般介護予防事業
　　令和3年度
　　　延べ参加者数4,481人
　新型コロナウイルス感染症の影響で
　参加者数を制限したことと、フレ
　イル、オーラル・フレイル予防事業
　が資料配布にとどまった。

●住民主体による通いの場
　　R3年度末　２３団体
　　内新規９団体

○

●感染症対策を実施しなが
　ら各種事業を適正に実施
　した。各団体への補助は
　資金使途を確認し適正に
　行った。

●一般介護予防事業は新型コ
　ロナウイルス感染症の影響
　で人数が目標に届かなかっ
　たが、参加者に対しての満
　足度は非常に高い。また、
　住民主体による通いの場
　は、着々と立ちあがって
　きている。

●コロナウイルス感染症拡大の
　防止に留意しつつ、フレイル
　予防のための活動は重要であ
　り、感染症予防に努めながら
　介護予防の活動の場の確保や
　充実が図れるように進める。
　各活動においては、コロナ禍
　で会員や参加者の減少がみら
　れており、今後、ワクチン接
　種の状況等を見つつ、活動の
　PRに取り組む。

●新型コロナウイルス感染症流
　行中でも実施できるようなメ
　ニューを考えていく必要があ
　る。

●関係部署による連携会議
　にて情報共有を図り事業
　実施しているが、介護・
　医療・健診情報を統合し
　た効果的な事業を構築す
　る必要がある。

３．
いつまでも元気
に 介護を必要
とせずに暮らす

（１）
高齢者の保健事業と介護
予防の一体的な実施

●高齢者保健事業と介護予
　防の一体的な実施
●介護・医療・健診情報等
　の活用と、関係部署の
　連携
●東京都後期高齢者医療広
　域連合等との連携方策を
　含めた一体的実施のあり
　方の検討

●集合方式だけではなく、
　電話、オンライン、テレビ
　放送による実施方法等、
　様々な形での参加を促し、
　コロナ禍における健康づく
　りを推進することができ
　た。

●健康診査等については、
　受診勧奨を行い健診受診
　を促したことにより、昨
　年度の受診状況より特定
　健診受診率は6.6％、
　後期高齢者健診受診者率は
　1.9％向上することが
　できた。

●予防接種については、対象
　者のうち接種を希望する
　者が全員接種できるよう、
　接種しやすい環境を整備
　した（補助金活用による
　自己負担金の減免等）

●がん検診では、受診率向上
　を図るため、複数のがん
　検診を同時に受けられる
　よう実施方法を見直した。

●新型コロナウイルス感染症の
　感染拡大により、各種事業を
　中止または縮小して実施せざ
　るを得ない状況にある。各種
　健康教室や健康相談等につい
　ては、引き続き、対象者が選
　択できる実施方法を検討し、
　参加しやすい体制を構築す
　る。

●令和４年度は、健康センター
　大規模改修に伴い、健康増進
　室は休館となる。新型コロナ
　ウイルス感染症の感染状況を
　注視しながら運動指導員によ
　る、ミニ講座等を実施を検討
　する。

●予防接種では、引き続き対象
　者のうち希望者が全員接種で
　きるよう関係機関と連携を図
　り環境整備を図る。

●がん検診等各種健診では、引
　き続き受診率向上を図るべ
　く、検診機会の環境整備に努
　める。

●健康大学の講演会等の実施
●各種健康教室・健康相談の実施
　（生活習慣病予防、骨粗しょう症
　予防、自殺予防、フレイル予防、
　食生活相談、歯の健康相談等）
●健康増進室の運営（トレーニング、
　ストレッチ体操）
●保健師等による地域健康づくり
　支援
●健康づくり推進員等、健康サポー
　ターの育成及び協働による地域
　健康づくりの推進
●特定健康診査、後期高齢者医療健
　康診査、特定保健指導の実施
●結核健診、各種がん検診、成人
　歯科健診の実施
●高齢者インフルエンザワクチン定
　期予防接種の実施
●高齢者肺炎球菌ワクチンの定期
　予防接種の実施

●健康増進室の運営
　65 歳以上延べ人数
　R3年度　  7,000 人
　R4年度　  3,000 人
　（保健センターの改修に
　　伴う休館等を考慮）
　R5年度　 13,000 人

健康推進課

●健康大学：テレビ放送（JCOM
　チャンネル）にて全3回実施
　各種健康教室（オンライン含
　む）：51回916人参加
　
●健康相談：
　成人健康相談：52回52人参加
　食生活相談：8回41人参加
　こころの相談（電話）：
　　　　　　59回49人参加

●健康増進室の運営 ：
　65 歳以上延べ人数／R3年度
　　　　　　　　　 5,272人

●保健師等による地域健康づくり支
　援（感染症対策・熱中症対策）：
　　　　出前講座13回183人参加
　健康づくり推進員等による地域
　健康づくり：68回実施

●特定健康診査：
　　　　　　受診者数6,047人
　後期高齢者医療健康診査：
　　　　　　受診者数6,107人

●特定保健指導：
　70回／192人参加

●結核健診：受診者数8,730人
　各種がん検診：胃1,087人、
　子宮頚1,225人、肺892人、
　乳1,432人、大腸1,835人
　成人歯科健診：受診者数865人

●高齢者インフルエンザワク
　チン定期予防接種：9,172人
●高齢者肺炎球菌ワクチンの定
　期予防接種：796人
※数値は、65歳以外対象者も含む

○
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区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（３）
支え合いの活動支援

●介護予防・日常生活支援
　総合事業や住民相互の支
　え合いの活動を実施し、
　軽度者の生活支援サービ
　スを確保
●市民がサービスの担い手
　として楽しみながら社会
　参加し、活動をとおして
　介護予防ができる仕組み
　づくり
●第２総生活支援協議体の
　設置
●つどいの場や活動拠点の
　整備

●第２層協議体の活動を推
　進するための生活支援
　コーディネーターの育成

●住民主体による介護予防
　事業の充実

●地域における支え合いの
　仕組みづくり促進

●生活支援コーディネーター、
　第１層・第２層生活支援・介
　護予防サービス提供主体等協
　議体の活動推進
●ボランティアの育成
●サロン活動の運営支援
　（再掲）

●多世代交流を含めた交流の
　場（サロン等）
　　　　　活動数　（再掲）
　R3年度　43 ヵ所
　R4年度　44 ヵ所
　R5年度　45 ヵ所

●住民主体による通いの場
　　　　　活動数　（再掲）
　R3年度　20 ヵ所
　R4年度　30 ヵ所
　R5年度　40 ヵ所

介護保険課

●生活支援コーディネーターが中心と
　なり、サロン活動を支援した。新た
　にサロン等に取りくみたいと希望す
　る市民に対しても、様々支援を行っ
　た。
　（再掲）

●住民主体による通いの場
　R3年度末　２３団体
　内新規９団体　（再掲）

○

●新型コロナウイルス感染症
　の影響があり、サロン活動
　も停滞していたが、再開
　時等生活支援コーディネー
　ターが中心となり包括支援
　センターが支援を行うこと
　ができた。
　（再掲）

●住民主体による通いの場
　は、着々と立ちあがって
　きている。　（再掲）

●サロン等に参加したいと思っ
　たときに適切なサロンに繋ぐ
　仕組みが必要。　（再掲）

●新型コロナウイルス感染症流
　行中でも実施できるようなメ
　ニューを考えていく必要があ
　る。　（再掲）

（４）運動できる環境の推進
●健康維持や体力づくりに
　日常的に取り組めるよう
　な環境の提供

●介護を受けている人及び
　年齢が高い人ほど、ほ
　とんど外出していない。
　また、前年と比べて外出
　の頻度が減少している

●貸し出し公共施設、公園、
　老人いこいの家等の活用
●よろず健康教室による軽運動
　や体操の実施
●シニアクラブによるスポーツ
　大会や健康ウォーキング等の
　実施
●その他各種スポーツ事業の
　実施

●よろず健康教室の利用者数
　R3年度　4,168人
　R4年度　4,200人
　R5年度　4,300人

福祉総務課
介護保険課

●いこいの家はシニアクラブを中心と
　して使用した。それ以外では、よろ
　ず健康教室、高齢者のサークル活動
　（フラダンス・踊り・民謡・ヨガ・
　コーラス等）や地域の団体で使用
　した。

●よろず健康教室は新型コロナウィ
　ルス感染症拡大防止のため一時期
　中止したが、市内10会場で週1回程
　度で1回あたり60分程度の軽体操・
　ストレッチ・脳トレ等を実施した。
　　R3年度実績
　　延べ4,168人（前年3,916人）

●シニアクラブは歩け歩け運動、
　健康ウォーキング、春・秋スポーツ
　大会、体力測定等の実施に関して
　支援を行い、各種取り組みにおける
　事務局としての支援も行った。
　　R3年度実績　11件

●主に屋外スポーツであるゲートボー
　ル、グランドゴルフ、スカットボー
　ル等の活動に新型コロナウィルス
　拡大防止に努めつつゲートボール場
　を使用してもらい活動場所の提供を
　行った。

○

●感染症対策を実施しながら
　各種事業を適正に実施した。

●公共施設の貸出は感染症
　対策に細心の注意を払った
　上、適正に行った。

●コロナウイルス感染症拡大の
　防止に留意しつつ、運動でき
　る環境の提供を図る。

●いこいの家については、一部
　設備の更新時期が近付いてお
　り、市の更新計画に基づき対
　応を進める。

●シニアクラブとよろず健康教
　室については、「（2）介護
　予防の充実」に記載のとお
　り、フレイル予防のための活
　動は重要であり、感染症予防
　に努めながら介護予防の活動
　の場の確保や充実が図れるよ
　うに進める。

３．
いつまでも元気
に 介護を必要
とせずに暮らす
（続き）
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区分 施策目標 推進方針等 課題 事業　等 目標 担当課 実施内容
自己評価

結果
自己評価

内容
課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

（１）
介護保険サービス基盤の
充実

●過不足ないサービスの
　提供
●地域支援事業（総合事業
　・包括的支援事業・任意
　事業）の実施

●家族等介護者の負担軽減
●住民主体による介護予防
　事業の充実
●要介護者の重度化防止

●介護予防サービス
●介護サービス
●施設サービス
●地域密着型サービス
●総合事業によるサービス

●サービス種類別の給付実績
　参照
●総合事業にある多様なサー
　ビスについて、使いやすい
　サービスの設置件数を増
　やす

介護保険課

●「サービス種類別の給付実績」参照

●令和３年度新たに住民主体型訪問型
　サービスＢを開始した。

●地域ケア会議等で抽出される地域課
　題には移動手段の課題も多く上がっ
　ている。地域の課題の一つとして移
　動サービスを検討した。

○

●令和3年度に立ち上がっ
　た住民主体型訪問型
　サービスＢは要支援や
　事業対象者に対する
　サービスとして定着し
　つつある。様々な効果
　（元気高齢者の働く場、
　専門的支援を要介護者
　に集中できる等）があ
　るため、継続して実施
　していく。

●清瀬市では訪問型ＡＢＣ、
　通所型ＡＢＣがそろったた
　め、今後、地域課題の一つ
　となっている訪問型サービ
　スＤについて、慎重に議論
　を重ね、検討していく。

（４）
介護人材の確保及び質の
向上、定着支援

●介護人材不足の実態把握
●介護の仕事の魅力発信
●入門的研修の実施
●就業支援
●定着支援

●介護人材の確保と定着

●介護人材不足の実態把握
●介護表彰
●介護人材の専門性や技能のＰＲ
●介護はじめの一歩研修
●就業支援
●初任者研修、ブラッシュアップ
　研修の実施

●介護はじめの一歩研修の
　実施
●介護はじめの一歩研修受
　講者数
　　R3年度　5人
　　R4年度　5人
　　R5年度　5人
●研修等の実施

介護保険課

●介護はじめの一歩研修
　令和3年12月2日～12月20日に
　全6日間で実施。カリキュラムに
　感染症予防を追加した。また、受講
　者と事業者がつながるように今回か
　ら事業所見学のマッチイングまで
　実施をした。
　　受講者数　5人

●介護支援専門員向け初任者研修・
　現任研修、全事業者を対象とした
　制度説明に関する説明会を実施。
　（Zoom及びYouTube）

○
初年度の目標は概ね達成でき
た。

●介護人材の専門性や技能の
　ＰＲ方法を検討する。
●介護はじめの一歩研修の受
　講者が将来的にでも就業や
　ボランティアでにつながる
　よう、カリキュラム等に工
　夫が必要。

４．
介護が必要と
なっても
安心して暮らす

（３）
介護保険事業の円滑な推
進

●自立支援、重度化防止に
　向けた取組の推進
●介護給付適正化計画に
　基づく適正化事業の実施
●事業所に対する指導の
　実施
●利用者の保護
●介護離職防止に向けた
　サービス量の上乗せ
●事業者に対する支援及び
　連携

●介護者の就労継続
●家族介護者の負担軽減
　要介護者の重度化防止

●介護予防の通いの場の充実
●多職種が連携した地域ケア会議
　の開催
●生活支援コーディネーター等を
　中心とした活動促進
●要介護認定の適正化
●ケアプラン点検
●住宅改修福祉用具点検
●縦覧点検・医療情報との突合
●介護給付費通知
●給付実績の活用
●認知症対応型共同生活介護の
　更なる整備検討

●介護予防の通いの場の充実
　きよせ10の筋トレの充実を
　図る。
●多職種が連携した地域ケア
　会議の開催
　定期的な開催と地域課題の
　発掘。課題の解決及び提
　言。
●生活支援コーディネーター
　等を中心とした活動促進
　住民主体の介護予防やサ
　ロン等への参加図る。
●要介護認定の適正化
　業務分析データや見える化
　システムの活用、認定調査
　員現任研修、モデル審査会
　の実施
●ケアプラン点検
　主任ケアマネに協力しても
　らいながら一人ケアマネや
　未実施の事業所を中心とし
　た点検の実施
●住宅改修・福祉用具点検
　軽度者福祉用具貸与確認依
　頼書や福祉用具貸与計画の
　チェック、給付実績・利用
　状況の確認
●縦覧点検・医療情報との
　突合
　保険者処理分の点検の実施
●給付費通知
　給付費通知の実施
●給付実績の活用
　活用帳票の拡大の検討
●認知症対応型共同生活介護
　の整備検討
　待機者調査の実施、更なる
　整備の検討

介護保険課

●介護予防の通いの場の充実
　10の筋トレについては令和3年度
　9ヶ所立ち上げを行った。

●多職種が連携した地域ケア会議の開催
　地域ケア会議を合計39回開催した。

●生活支援コーディネーター等を
　中心とした活動促進
　積極的に促進することができた。

●要介護認定の適正化
　認定調査員現任研修、モデル審
　査会を実施し、定義や手順の再
　確認等を行った。

●ケアプラン点検
　主マネ同席での一人ケアマネや未
　実施の事業所への実施（4件）。
　実地指導での実施（5件）。

●住宅改修・福祉用具点検
　軽度者福祉用具貸与確認依頼書と
　国保連提供情報の突合を開始した。
　地域ケア会議における専門職によ
　る福祉用具貸与計画のチェックを
　開始した。

●縦覧点検・医療情報との突合
　保険者処理分の点検を実施。軽度の
　要介護者にかかる福祉用具貸与品目
　一覧表の活用を開始した。

●介護給付費通知
　年1回3,511件実施。介護サービスの
　費用に関するお知らせを追加した。

●認知症対応型共同生活介護の待機
　者調査
　市内グループホームに協力をいた
　だき待機者調査を実施した。
　（令和3年9月）

○
初年度の目標は概ね達成でき
た。

●新型コロナウイルス感染症
　の影響もあったが、10の筋
　トレやサロン活動への支援
　等、生活支援コーディネー
　ターを中心に取り組むこと
　が出来た。
●新型コロナウイルス感染症
　の影響もある中、適正化事
　業についてはできる範囲で
　継続して取組む。
●認知症対応型共同生活介護
　の整備については、既存事
　業者の安定した運営に配慮
　しながら検討する必要があ
　る。
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